
平成 28 年 4 月 21 日 

保 健 福 祉 局 

北九州市国家戦略特別区域 区域計画について 

平成 28 年４月 13 日に開催された「国家戦略特別区域諮問会議」（議長：安倍 晋三 

内閣総理大臣）を経て、先の区域会議で作成された本市の国家戦略特区の区域計画

（案）が、同日付けで内閣総理大臣により認定された。 

１．国家戦略特別区域諮問会議の概要 

  開 催 日 時 平成 28 年４月 13 日 17 時 15 分～17 時 45 分 

  開 催 場 所 首相官邸４階大会議室 

主な出席者  議 長  安倍 晋三 内閣総理大臣 

議 員  麻生 太郎 財務大臣 兼 副総理 

同    石破 茂  内閣府特命担当大臣 （地方創生） 

有識者議員  八田 達夫  アジア成長研究所所長 

大阪大学社会経済研究所招聘教授 

  同   竹中 平蔵 東洋大学教授 

慶應義塾大学名誉教授      他 

２．区域計画認定までの経緯 

   平成 27 年 12 月 15 日  国家戦略特区第３次指定の決定 

   平成 28 年３月 24 日  国家戦略特別区域会議の開催（区域計画案の作成） 

   平成 28 年４月 13 日  国家戦略特別区域諮問会議の開催 

３．認定された特区事業の概要 

事業概要 実施時期 

エリアマネジメントの民間開放によるまちの賑わいの創出 平成 28 年４月 27 日ほか 

ＮＰＯ法人設立の際の縦覧期間の大幅な短縮による設立の促進 平成 28 年４月 27 日 

介護ロボット等を活用した「先進的介護」の実証実装 平成 28 年７月（予定） 

シニア・ハローワークの設置による高年齢者等への重点的な支援 平成 28 年８月（予定） 

４．介護ロボット等を活用した「先進的介護」の実証実装の取組状況 

   介護ロボット等の実証施設の公募による選定手続きに着手したところ。 

  ○北九州市の国家戦略特区の取組み ・・・別紙１ 

  ○国家戦略特区介護ロボット等実証施設の公募について ・・・別紙２ 



シニア・ハローワークの設置

高年齢者等への重点的な就職支援

介護ロボット等を活用した
「先進的介護」の実証実装

ロボット技術等の導入促進による
介護職員の負担軽減と介護の質の向上

エリアマネジメントの民間開放

まちの賑わいの創出による
国内外の人の交流・インバウンド増加

特定非営利活動法人の設立促進

ＮＰＯ法人の設立手続の迅速化

別紙１

１

ＰＡＬＲＯ

（コミュニケーションロボット）

Ｔｒｅｅ
（歩行リハビリ支援ツール）

ロボットアシストウォーカー

（電動歩行アシストカート）

ＡＧＶ
（食事無人搬送システム）

これまでの介護施設

共同生活室

食事、ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ、談話等

共同生活室を活用した介護ロボットの実証実装
「１ユニットに１共同生活室を設置」とされている基準を緩和し、隣接する
２つのユニットが交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわし
いものとして、ロボット等の活用や、開発・改良に関する実証ができるよう
にするための条例改正を実施。
介護職員及び入居者の視点をふまえた上で、
① 食事介助
② 団欒・レクリエーション
③ 認知症予防・重症化予防、身体機能の維持 について実証実装を実施。

２



＜課題＞
・少子高齢化、生産年齢人口減少により、将来的に介護従事者
が不足
・過酷な労働環境、処遇状況による介護従事者の高い離職率

＜目的＞
・介護ロボットの導入による作業効率化と介護の質向上
・介護従事者の負担軽減による労働環境の改善、及び
高齢者等の新たな雇用機会拡大
・介護ロボットの市場拡大によるロボット産業の振興

・介護ロボットの
普及、啓発事業
・既存ロボットの
展示、レンタル

・食事支援
・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ
（ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ）
・移動

先行分野
（共同生活室）

・記録自動化
・認知症見守り
・分析手法

施設効率化
分野

・移乗、移動
・排泄、入浴
・リハビリ

介護・リハビリ
分野

福祉用具プラザ
北九州

・介護ロボットを導
入する介護施設に
対し購入費を補助

介護ロボット等
導入支援特別事業

・介護ロボットを導
入する個人、介護
施設に対し購入費
等を補助

北九州市介護
ロボット導入補助

開 発 導 入

・作業内容推定
（動作予測）
・疲労、労災
の回避

スマート
ワークスペース

開発
ニーズ

・社会実装の新運営基準
（ガイドライン）検討
・ロボットの定量評価手
法、評価基準の確立

・既存ロボットの導入実証
・開発ロボットの導入実証
・ロボットと身体的負担
とのマッチング評価
・プロジェクトマネージメント

・機械的作業分析
・人的作業分析
・分析結果の検証
（見える化）

＜作業分析＞ ＜施設実証＞ ＜評 価＞

実 証
国家戦略特区推進協議会・介護ロボット実証部会(仮)

マネジメント

新運営基準に基づく社会実装によって
質の高いサービスと介護職員の負担軽減
が図られるかを検証。

市条例改正

新運営基準
の実装

新運営基準の効果検証

社会実装

産・学・官の連携により「先進的介護」の拠点を北九州市に形成

開発ニーズ 導入施設への
トレーニング等
ノウハウの提供

３

【年度】 H28 H29 H30 H31 H32

実証（評価・分析） 社会実装

介護ロボットの導入支援

開
発
・
導
入

作業分析

実証・評価

評価・検証

介
護
現
場

ロボットの
評価基準確立

規
制
改
革

特区効果の
評価・検証

【規制改革事項】
介護ロボットの活用を前提とした施設
運営基準の介護保険法への適用。

施設運営の
新基準策定

標準策定

社会実装
全国の標準
となる運営
基準の策定

介護ロボットの開発
実証で用いる介護ロボット

の開発・改良
現場のニーズに合った
介護ロボットの開発・改良

既存製品改良・新たなニーズ把握・新技術開発

・施設や個人に対する導入補助・ロボット操作のトレーニング

第８期
介護保険計画
への反映

共同生活室プロジェクト

４



国家戦略特区介護ロボット等実証施設の公募について 

１．目的 

  平成２８年１月に本市が国家戦略特区として指定されたことに伴い、「介護人 

材の将来的な需給ギャップの解消」や「腰痛など身体的な負担による介護従事者 

の離職者数の減」を目指し、大学・研究機関等による作業分析や、ロボット・Ｉ 

ＣＴなどを活用した先進的介護の実証・実装等を行なう施設を募集するもの。 

 なお、作業分析や介護ロボット等の導入・実証等についての具体的な内容は、 

施設決定後、当該施設の意見を聴きながら関係者等の協議により決定する。 

２．募集内容

  ○対象はユニット型介護老人福祉施設及びユニット型地域密着型介護老人福 

祉施設 

  ○応募資格 

   ・既存の施設であること(平成２８年４月１日時点)        

   ・当該施設が適正な運営を行っていること 

      ※当該施設の監査結果、委員会の開催状況、苦情処理の状況等も審査 

項目とする 

  ○応募は１法人につき１施設 

３．募集施設数と施設の規模 

○２施設（３０床以上の広域型施設と２９床以下の地域密着型施設各１施設） 

４．募集概要 

  ○国家戦略特区指定に伴う作業分析、介護ロボット等の実証・実装等を市と協

働で実施する施設 

  ○想定される業務は、 

①作業分析 

    介護職員の作業内容を分析するために必要なヒアリング・アンケート等へ 

の協力（作業は専門家が行う） 

   ②介護ロボット等の実証・実装 

介護ロボット等を使用しての介護サービス提供の実証・実装及びそれに伴 

う事務 

   ③その他 

他都市の特区メニューを活用しての実証等 

  ○原則として施設に対する報酬等はない 

５．今後のスケジュール（予定） 

（１）事業者へのＤＭ発送       ４月１８日（月） 説明会案内 

（２）説明会開催           ４月２８日（木）  アシスト2階講堂 

（３）既存書類の提出         ５月１３日（金） 

（４）応募締切            ５月３１日（火） 

（５）応募者ヒアリング        ６月中旬 

（６）外部学識経験者等による審査   ６月下旬 

（７）事業者決定           ６月下旬 

別紙２ 


